
- 1 -

九州大学学内共通利用施設規則

平成１６年度九大規則第６０号

制 定：平成１６年 ４月 １日

最終改正：令和 ５年１１月２１日

（令和５年度九大規則第２１号）

（趣旨）

第１条 この規則は、九州大学（以下「本学」という。）における学内の共通利用施設（以下「施設」

という。）の管理等に関し全学的な共通事項を定めるものとする。

（名称及び目的）

第２条 施設の名称及び目的は、別表第１のとおりとする。

（管理運用区分）

第３条 施設の管理運用は、次に掲げる区分（以下「管理運用区分」という。）により行うものとす

る。

(1) 公募により使用を決定する範囲

(2) 全学的研究戦略に基づき管理運用する範囲

(3) 部局等において管理運用する範囲

２ 前項各号の管理運用区分は、施設ごとに別表第２のとおりとする。

３ 前項の各施設の管理運用区分は、次条に定める総括責任者が必要と認めた場合、変更すること

ができる。

（総括責任者）

第３条の２ 施設の管理運用区分、使用の許可その他管理運営について総括させるため、総括責任

者を置く。

２ 総括責任者は、総長が指名する理事又は副学長をもって充てる。

（管理責任者）

第４条 各施設に、管理責任者を置き、総長が指名する副学長、副理事又は部局長をもって充てる。

２ 管理責任者は、当該施設の管理に関する業務を掌理する。

（審議機関）

第５条 第３条第１項第１号及び第２号に該当する部分（以下「共通部分」という。）における研究

活動に関する事項については、総括責任者が調査審議する。

２ 次の表の左欄に掲げる施設における研究活動に関する具体的事項については、同表の中欄に掲

げる委員会において調査審議するものとし、当該委員会の組織等については、同表の右欄に掲げ

る規則等の定めるところによる。

左 欄 中 欄 右 欄

次世代燃料電池産学連携研 次世代燃料電池産学連携 次世代燃料電池産学連携研究施設規程

究施設 研究施設管理運営委員会

工学系総合研究棟 工学系総合研究棟管理運 九州大学工学系総合研究棟規程

営委員会

（使用資格）

第６条 共通部分を使用できる者は、次に掲げる者とする。

(1) 施設の目的に沿った教育研究活動を行う者

(2) 研究遂行上、総括責任者が必要と認めた者

（使用の許可）

第７条 共通部分を使用しようとする代表者は、あらかじめ管理責任者に願い出て、所定の手続に

より、その許可を受けなければならない。

２ 管理責任者は、共通部分の使用の許可に当たっては、総括責任者の承認を受けなければならな
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い。

３ 前項の使用許可についての審議は、使用目的、使用内容その他総括責任者が定める資料により

行うものとする。

（使用の許可内容の変更）

第８条 共通部分の使用を許可された者（以下「使用者」という。）は、当該使用の途中において、

前条の規定により許可を受けた内容を変更する必要が生じたときは、あらかじめ管理責任者に願

い出て、所定の手続により、その許可を受けなければならない。

２ 前項の許可に当たっては、前条第２項及び第３項の規定を準用する。

（使用期間）

第９条 共通部分の使用期間は、原則１年間とし、共通部分ごとの使用目的により延長する場合は、

１年ごとに更新し、３年を限度とする。ただし、総括責任者が必要と認めた場合は、この限りで

ない。

２ 使用者は、使用を許可された期間を超えて使用を希望するときは、あらかじめ管理責任者に願

い出て、所定の手続により、その許可を受けなければならない。

３ 前項の許可に当たっては、第７条第２項及び第３項の規定を準用する。この場合において、総

括責任者が行う使用許可についての審議には、第１２条に規定する活動成果を主たる資料として

加えるものとする。

（禁止する実験等）

第１０条 使用者は、施設において、次に掲げる実験等を実施することができない。

(1) 放射性同位元素等の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６７号）第２条第２項又は第５

項に定める放射性同位元素又は放射線発生装置を使用する実験

(2) 研究開発等に係る遺伝子組換え生物等の第二種使用等に当たって執るべき拡散防止措置等を

定める省令（平成１６年文部科学省・環境省令第１号）第４条に定めるＰ３レベル以上の拡散

防止措置を講じる必要がある遺伝子組換え実験

(3) 化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関する法律（平成７年法律第６５号）第２条第１項

から第５項までに定める物質を使用する実験

(4) その他管理責任者が、施設の管理上支障があると認めた実験等

２ 前項の規定（前項第４号の規定を除く。）にかかわらず、総括責任者の承認を得て、管理責任者

が必要と認めた場合は、使用者は、施設において、当該実験等を実施することができる。

（適正使用）

第１１条 使用者は、施設の目的に沿って適正に使用しなければならない。

２ 管理責任者は、使用者が、この規則等及び許可条件に違反したとき、又は施設の管理上支障が

あると認めるときは、所定の手続により当該使用の許可を取り消し、又は中止させるとともに、

当該共通部分からの退去を命ずるものとする。

（活動成果の報告）

第１２条 使用者は、使用期間満了時に、所定の手続により、共通部分において行った活動成果を

管理責任者を経て、総括責任者に報告しなければならない。

（光熱水料等）

第１３条 使用者は、共通部分において使用した光熱水料及び使用料を負担しなければならない。

２ 前項の光熱水料及び使用料の額、徴収方法等については、別に定める。

（使用の終了等）

第１４条 使用者は、共通部分の使用が終了したとき、又は第１１条第２項の規定により使用の許

可を取り消され、若しくは中止させられ、当該施設からの退去を命ぜられたときは、施設、設備、

備品等（以下「施設等」という。）を原状に回復し、速やかに退去しなければならない。

（損害賠償）

第１５条 使用者は、その責に帰すべき事由により、施設等を滅失、破損又は汚損したときは、そ

の損害を賠償しなければならない。

（維持管理費）

第１５条の２ 共通部分及び廊下等の共用部分の維持管理にかかる経費は、共通部分の使用料の収
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入をもって賄うものとする。

（事務）

第１６条 次の表の左欄に掲げる施設の管理に関する事務は、事務局各課等の協力を得て、同表の

右欄に掲げる課若しくは室又は部局事務部において処理する。

左 欄 右 欄

次世代燃料電池産学連携研究施設 研究・産学官連携推進部研究企

画課

工学系総合研究棟 工学部等事務部

（補則）

第１７条 この規則に定めるもののほか、各施設の使用等に関し必要な事項は、規程等で定める。

附 則

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。

附 則（平成１６年度九大規則第１８６号）

この規則は、平成１６年９月１日から施行する。

附 則（平成１６年度九大規則第２３３号）

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。

附 則（平成１７年度九大規則第２８号）

この規則は、平成１７年１０月１日から施行する。

附 則（平成１８年度九大規則第８６号）

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。

附 則（平成１９年度九大規則第７１号）

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。

附 則（平成２０年度九大規則第２３号）

この規則は、平成２０年１０月１日から施行する。

附 則（平成２０年度九大規則第６８号）

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

附 則（平成２１年度九大規則第２１号）

この規則は、平成２１年１０月１日から施行する。

附 則（平成２２年度九大規則第４号）

この規則は、平成２２年５月１日から施行する。

附 則（平成２２年度九大規則第５４号）

この規則は、平成２２年１２月１日から施行する。

附 則（平成２２年度九大規則第１４７号）

この規則は、平成２３年４月１日から施行する。

附 則（平成２３年度九大規則第９号）

この規則は、平成２３年７月１日から施行する。

附 則（平成２３年度九大規則第１０９号）

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。

附 則（平成２４年度九大規則第２０号）

この規則は、平成２４年１０月１日から施行する。

附 則（平成２４年度九大規則第２７号）

この規則は、平成２４年１１月７日から施行する。

附 則（平成２４年度九大規則第８３号）

この規則は、平成２５年３月２５日から施行する。

附 則（平成２５年度九大規則第４号）
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この規則は、平成２５年５月８日から施行する。

附 則（平成２５年度九大規則第８２号）

この規則は、平成２６年２月２７日から施行する。

附 則（平成２６年度九大規則第５４号）

この規則は、平成２６年１０月１日から施行する。

附 則（平成２６年度九大規則第１１８号）

この規則は、平成２７年４月１日から施行し、第５条第３項の表、第１６条の表、別表第１及び

別表第２から最先端有機光エレクトロニクス研究棟の項を削る改正規定は、平成２６年４月１日か

ら適用する。ただし、別表第２の伊都キャンパス全学共用スペースに係る管理運用区分を変更する

改正規定は、平成２７年３月１２日から施行する。

附 則（平成２７年度九大規則第１９号）

この規則は、平成２７年１０月１日から施行し、第５条第２項の表中の産学連携センターに係る

改正規定は、平成２７年４月１日から適用する。ただし、第５条第２項の表、第１６条の表、別表

第１及び別表第２の産学連携棟Ⅰ及びⅡの項を削る改正規定は、平成２７年１１月１日から施行す

る。

附 則（平成２７年度九大規則第８０号）

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。

附 則（平成２８年度九大規則第７号）

この規則は、平成２８年６月１０日から施行する。

附 則（平成２８年度九大規則第５６号）

この規則は、平成２８年１０月１日から施行する。

附 則（平成２８年度九大規則第１４３号）

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

附 則（平成２９年度九大規則第８５号）

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。

附 則（平成３０年度九大規則第８１号）

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。

附 則（令和２年度九大規則第１１３号）

この規則は、令和３年４月１日から施行する。

附 則（令和３年度九大規則第３６号）

この規則は、令和３年１０月１日から施行する。

附 則（令和４年度九大規則第１０号）

この規則は、令和４年７月２５日から施行し、令和４年４月１日から適用する。

附 則（令和５年度九大規則第２１号）

この規則は、令和５年１１月２１日から施行し、令和５年９月１３日から適用する。
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別表第１（第２条関係）

名 称 目 的

次世代燃料電池産学連携研究施設 次世代型燃料電池の開発及び早期実用化に向けた本

学と関連企業との産学連携研究の拠点を目指して、

研究開発を促進する。

工学系総合研究棟 工学系領域において、組織の枠を越えて学内外の広

範な研究者の参加による学際的、先端的又は独創的

な研究・教育に関する取組を効率的かつ円滑に進め

ること。

別表第２（第３条関係）

第３条第１項第１号 第３条第１項第２号 第３条第１項第３号

の管理運用区分 の管理運用区分 の管理運用区分

名 称 （公募により使用を （全学的研究戦略に （部局等において管理運

決定する範囲） 基づき管理運用する 用する範囲）

範囲）

次世代燃料電池産学 Ｂ１０１号室 １０１号室

連携研究施設 Ｂ１０２号室 １０２号室

Ｂ１０３号室 １０３号室

Ｂ１０４号室 １０７号室

Ｂ１０５号室 １０９号室

Ｂ１０６号室 １１０号室

Ｂ１０７号室 ２０４号室

１０４号室 ２０５号室

１０８号室 ２１９号室

１１１号室 ２２０号室

１１２号室 ２２６号室

１１３号室 ４０９号室

１１４号室 ４１０号室

１１５号室 ４２９号室

２０６号室 ４３０号室

２０７号室

２０８号室

２１８号室

２２１号室

２２２号室

２２３号室

２２４号室

２２５号室

３０７号室

３０８号室

３０９号室

３１０号室
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３１１号室

３２６号室

３２７号室

３２８号室

３２９号室

３３０号室

３３１号室

３３２号室

３３３号室

３３４号室

３３５号室

３３６号室

３３７号室

４０６号室

４０７号室

４０８号室

４２３号室

４２４号室

４２５号室

４２６号室

４２７号室

４２８号室

４３１号室

４３２号室

４３３号室

４３４号室

工学系総合研究棟 １０１号室 １０２号室

１０３号室

１０４号室

１０５号室

２０１号室

２０２号室

２０３号室

２０４号室

２０５号室

２０６号室

２０７号室

２０８号室

３０１号室

３０２号室

３０３号室

３０４号室

３０６号室

３０７号室

３０８号室


